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1.は じめに
創業 10年後に約 3割、20年後に約 5割の企業が撤退して

おり (中小企業庁,2011)、 競争優位持続のためのイノベーシ

ョンを実現し続ける環境変化への動的な対応が必要である

(西岡,2012)。 環境変化への動的対応を通じ競争優位持続に

資するDCは「企業独自の資産ベースを継続的に創造 0拡張・

改良 0保護し、価値ある状態を維持するために利用されるケ

イパビリテイ」である (Teece,2007,p.3)。 本稿の目的は、

実際の企業活動におけるDCの具体的な提示に関して、能力
フレームワークの要素 (T∞ce,2014)、 DCF(Teece,2007)

の有効性を明示することである。この目的のために、調査・

分析の枠組みとして DCの概念的基礎であるビジネスモデル、
イノベーション、企業家、意図、主要業績指標を設定し、M&A
を起点に新たなビジネスモデルの構築に至った調査・分析対

象組織が DCを有している可能性の高さを示す。そして、能
カフレームワークの要素 0∝ce,2014)、 DCF(Ъ ece,2007)

に依拠し、DCが様々なVRIN資源 (Bamり 1991)Dと プ
ロセスとが統合的に結合したケイパビリティであることを具

体的に明らかにする。

2.ダ イナ ミック・ケイパ ビ リテ ィの先行研究
レビュー

実証研究を通じて Positio五ng Ⅵew(Po■ e■ 1980)の妥

当性 に疑 義 が 生 じ多 くの研 究 者 に 支 持 され た

ResouКe‐Based View(Bamey 1991)で あったが、環境変

化に際しコア・リジディティ (Bwton,1995)により競争優

位喪失のリスクを有するとの指摘がなされ、この指摘の克服を

目指すЪeceの DC論が登場することとなつた (菊澤,2018)。
DCは感知した環境変化に対応し固有の資源を認識、再構
築し、企業内外の資産をオーケストレーションする、イノベ

ーションを成し遂げるケイパビリティであり (菊澤,2018)、

DCF Qeece,2007)、 能カフレームワークの要素 Oeece,2014)

など理論的枠組みの整備が進展している
'。
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2007)は競争優位の源泉および同質的競争におけるゼロ利潤

回避のための指針を示す枠組みである。機会を感知しフィル

タリング等するセンシング (sensing)、 機会捕捉のための企

業構造、手法等に関するシージング (settng)、 資産を取得、

連結、再配置、転換するトランスフォーミング (trttm血 lg)

および経営プロセス、仕事の流れやシステムのミクロ的基礎

から成る。能カフレームワークの (■ece、 2014)は競争優

位持続に十分な機能を果たせないオペレーショナル・ケイパ

ビリティ(Operational Capab■サ:以下、OC)と を区分する

枠組みである。表 1に示す通リプロセス、ポジション、経路

の観点からDCと OCを区分する。DCはⅥ駆N資源に基づ

き、独自のプラクティスおよびビジネスモデルに埋め込まれ

たケイパビリティである。

理論的枠組みの整備にもかかわらず、多様な種類の DCの
理解に必要な特定のDCの詳細分析 (HeMat et止 ,2007)が十

分でなく、これが DCの先行研究に課題が山積 (木下,2016)
する要因の 1つとなつている。経験的事象への照射により経

営戦略論が発展してきた経緯 (永野,2018)と 同様に、DC
の発展には経験的観察が必要である(HeMat et d.,2007)。

様々な課題のなかで本稿では、DCの具体的な姿は明らか
にされていない (山田,2010)に着眼し、能カフレームヮー

クの要素 佃eece,2014)、 DCF Oeece,2007)に 拠るDCの

具体的な明示を通じて、能カフレームワークの要素 (■lece,

2014)、 DCF(Teece,2007)の 実際の企業活動における有効

性を示すことを目的に、調査・分析、考察する。しかし、組

織能力は1桑作化 (大谷他,2005)されず論じられることが頻

繁にある (藤本他,2005)た めその議論はあいまいに、また

トー トロジーに陥る危険性がある0審本,2003:遠 山,2007)。

ケイパビリティは経営資源、戦略代替案によって形成される

ルーティンなどのプロセスに主に依存しており (Tee∝ et証 ,

1997)、 そのルーティンは重層的な構造からなり(大月,2004)、

DCの構造は複雑である。実際の企業活動における DCの具
体的な提示は容易ではない。

ダイナミック 0ケイパビリティの実務的展開

一 M&Aを起点とするビジネスモデル構築企業の分析よリー
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表 1 能カフレームワークの要素

主要な構成要素

プロセス(ルーティン) 標準以下のプラクティス ベストプラクティス 独自プラクティスとビジネスモデル

ポジション(資源) わずかな普通の資源 贅沢な普通の資源 VRIN資源

経路 (戦略 ) 下手にやる 正しくやる 正しいことをやる
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出所 :Teece(201の Table2をもとに筆者作成。
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3.調 査 0分析 の枠組み
インタビューによる質的なデータに重きを置いた調査・分

析が必要であるため研究方法は事例研究を選択し、事例研究

への批判 (沼上,1995)3)を念頭に、プロセスの丁寧な調査・

分析 (福澤,2013)を行った。調査・分析の枠組みは 図 1の

通り、DC構築の検証とDCの具体的な提示とに大別される。

DCの概念的基礎であるビジネスモデルが新たに構築され、
イノベーションが遂行され、企業家の意図が存在し、主要業

績指標の推移が良好であればDC構築の可能性が高いと見倣

す、すなわちビジネスモデルの新たな構築の有無、イノベー

ション遂行の有無、企業家の意図の存在の有無、主要業績指

標の推移に拠り、調査・分析対象組織が DCの構築の有無に
ついて考察した。そして、能カフレームの要素 Oeece,2014)、

DCF(Ъe∝,2007)を活用しDCの具体的な提示を試みた。
ビジネスモデルは過去の経営の決断の成果で模倣や購入は

困難であり、成功のためには企業境界の選択と関連するビジ

ネスモデルが重要でビジネスモデルの賢明な創造が必要であ

る (Teece、 2014)。 三谷 (2014)は ビジネスモデルを「ビジ

ネス環境の多様化・複雑化・ネットワーク化への対応を目的

とする従来の戦略的フレームワークを拡張するコンセプトセ

ット」と定義しビジネスモデルの要素として「①ステークホ

ルダー :ビジネスの関わる重要なプレイヤー」「②全体価値創

造 :ステークホルダーが受け取る価値」「③収益方程式 :収入

とコストの組み合わせ」「④バリューネットワーク :①～③を

実現するための顧客、他社との協調を含むバリューチェーン

や経営資源」を挙げた。本稿では調査 0分析対象組織のビジ

ネスモデルの分析、DC構築有無の判定に当該 4つの要素を
用いる。

イノヽべTションはSchumpeter(1926)に よると、非連続な

創造的破壊により利潤を獲得する「新製品」「新生産方法」「新

市場開拓」「新供給源獲得」「新糸島織」の実現という新結合の

推進である。Schumpettr(1926)は 新結合の要件としての新規

性を「業界内で初めて」としたが、環境変化への柔軟な対応

のために資源を再利用・編成等する糸断哉能力が DCであり新
たなものを生み出すことに限らない (菊澤,2018)た め、本

稿では「調査・分析対象組織にとって新規」であれば新結合

と見倣す。また、製品と言う文言は適宜、サービスと置換す

る。Abernathy et』 。(1983)はイノベーションを建築的イノベ

ーション、革命的イノベーション、市場創造イノベーション、

通常段階イノベーション。と分類した。調査・分析対象組織

で遂行されたイノベーションの類型化、DC構築の有無の判

定のためこれらのイノベーションの概念を活用する。

SchumpeteK1920の 企業家は先駆的イノベーションの遂

行者であり、Kttner(197うの企業家はプロセス 0イ ノベーシ

ョンの遂行者である (米倉,1998)。 既存情報へ他者とは異な

るアクセスを有するカーズナー的企業家によって市場の機会

が発見され、また新しい情報や知識を有するシュンペーター

的企業家によって市場の機会が創造される (Teece,2007)。

Helfat et止 (2007)によるDCの定義「組織が意図的に資源ベ

ースを創造、拡大、修正する能力 (p.6)」 における意図的と

いう言葉は、ある程度明確な意図を有するDCと 意図のない

機械的組織ルーティンを区別する点で特殊な意味を持つ。調

査・分析対象組織のDC構築の有無の判定において企業家の

意図に着眼する。

主要業績指標の良好さを証左とした DCが構築されている
との軽々な判定はトー トロジーに陥っており留意すべきであ

るが、主要業績指標には独自プロセス、ビジネスモデルの良

否が最終的に現れ (Teece,2014)、 すなわち独自プロセスに

基づきDCはセンシング、シージング、 トランスフォーミン
グを行い、また優れたビジネスモデルを構築することで収益

を増大させるため、DC構築の有無を判定する根拠の 1つ と
して主要業績指標の推移を用いることは可能である。楊

(2016)は主要業績指標としてマーケットシェア、売上利益率

を採用した。本稿では成長性指標として売上高成長率、総合

収益性指標として総資本経常利益率、狭義の収益性指標とし

て売上高経常利益率、資本効率の指標として資本回転率、安

全性の指標として自己資本比率などの主要業績指標の推移を

採用する。

能カフレームワークの要素および■∞ce(2010DCF(T∞ ce,

2007)は 「2.ダイナミック・ケイパビリティの先行研究レ

ビュー」にて記した通りであり、いずれも調査・分析対象組

織のDCの具体的提示において用いる。

図 1 研究の枠組み

DC構築の検証

ビジネスモデル イノベーション

DCの具体

企業家の意図 主要業績指標 カフレームの要素
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出所 :筆者作成。

4.調査・分析対象の経営プロセス、組織
M&Aを 起点に新たなビジネスモデルを構築した組織を調
査・分析対象とした。M&Aは 買収 (合併)と統合の一連の
行為 (中村,2003)であり、経営戦略の実行を目的とする (木

俣,2010)。 M&Aと いう経営プロセスを選択したのは、M&A
が外資源導入メカニズムとして新たなケイパビリティ導入の

可能性が高く (Ba■on,1995)、 特定 DCの詳細分析が DC
理解に必要とされる中、特定 DCが M&Aに内在すると考え
られるからである。

DCF



調査 0分析対象糸島織の選定にあたり「M&Aを 2015年、
2016年に実施」「業種・業容は未特定」「主要業績指標が良好」

との 3つの選定基準を設けた。1つ目の選定基準は膨大な

M&A実 施案件から調査 0分析対象候補を絞り込み、M&A
に関与したマネジャーの異動やビジネスモデル構築に要する

時間の不足による調査・分析の不可能を避けるため設けた。

2つ 目の選定基準は秘匿性などにより調査・分析応諾組織が

多くはないと予想されるなか調査・分析応諾痒島織を一定数確

保し、また調査 0分析の組織の多様性の確保により多様なDC
研究を可能とすることを意図した。3つ目の選定基準は前述

のようにDC構築の有無の判定根拠の 1つとして主要業績指

標の推移を用いることが可能であるため設定した。

3つの選定基準を選定したうえで、M&Aア ドバイザリー

業務など手掛ける企業めのHPに記載されているM&A案件
情報から調査 0分析対象候補組織一覧を作成し、日本生産性

本部へ調査 。分析の応諾が期待できる組織の紹介を依頼、大

企業 5社、中小企業 1社の合計 6社へ調査 0分析の主旨や手

順、スケジュールなどを目頭、メールにて説明した結果、新

たなビジネスモデルを構築済あるいは構築中である大企業 A
社、B社、中小企業 C社 6)から調査・分析の応諾を得た。本

稿では紙幅の関係上また業容理解の容易さの点から中小企業

C社 (調剤薬局チェーン)を調査・分析、考察する。

5。 調査・分析の結果
「6。 考察」にて C社のDCを具体的に提示する前提とし

て C社のDC構築の可能性の高さを検証するため、本章では
C社およびインタビューと調剤薬局業界の概要を踏まえ、新
ビジネスモデルの概要、新ビジネスモデルの基盤となったイ

ノベーションとZ薬局 M&Aの成功要因、企業家の意図、主
要業績指標について明らかにする。

5,l C社 およびインタビュー と調剤薬局業界
の概要

C社の社長の M氏 (以下、社長 M)は ビジネスチャンス
を察知し門前薬局つなどで勤務しながら資金を蓄え調剤薬局

の創業の機会をうかがつていた。1999年、医薬卸の支援のも

と自宅を抵当とする金融機関からの借入金などを元に有限会

社 C社を設立し調剤薬局を開局、時流に乗り医薬卸の退職者
などを雇用し組織の整備を進め事業を拡大した。

現在 C社は診療所 8)か ら処方箋の発行を受けた外来患者を

顧客とする調剤薬局を主に、在宅事業、ジェネリック医薬品

卸売事業、派遣事業を展開している。調剤薬局は医療機関で

発行された処方箋に基づき薬剤師が医薬品を調剤し患者に提

供する施設であり開設には都道府県知事の許可が必要である。

在宅事業とは自宅や高齢者施設などの患者への薬剤の配達や

服薬相談を行う、国が進める「個人宅・介護施設での在宅医

療」を支える事業である。ジェネリック医薬品とは特許期間

等先発医薬品 (新薬)の独占的販売期間終了後に販売される

薬品であり、先発医薬品と同じ効用・効果を有し用法・用量

も同じであるが開発費用節減により先発医薬品よりも安価で

ある。派遣事業とは人手不足が深刻化する診療所へ事務スタ

ッフを派遣し診療所の運営をサポー トする事業である。

2018年度の C社の売上高は 52億円、従業員数はパートを

含め236名、店舗数は40(2018年 3月 )である。地場 トッ

プA社 (年商 142億)、 B社 (55億)に次ぐ地位へとC社は

成長した。調剤薬局業界や C社の業容などを調査し、専務の

N氏 (以下、専務 N)へ計 3回 6.75時間、マネジャーの H
氏 (以下、マネジャーH)へ 1回 1時間のインタビューを行
った。専務 Nは地方銀行に勤務の後に将来の独立を視野に入

れコンサルティングファームに転職、2011年に専務執行役員

として C社に入社した。マネジャーHは、薬剤師であり、大

手小売 ドラッグストア部門の調剤店舗を経て、2009年に C

社へ入社した。

調剤薬局市場は医薬分業 9)により増大し、調剤薬局数は57

千所 (2013年末)、 薬剤師数は約 28万人 (2012年末)に達

する (金融財政事情研究会編、2016)。 調剤市場は、2017

年度の調剤医療費が 7.7兆円に達し医療費総計 42.2兆円の

18%を占め、2007年度の調剤医療費 5.2兆円と比較すると約

1.5倍に増大している (厚生労働省,2018a)。

藤田(2015)、 狭間(2015)に よると医薬分業が開始された

1974年以前、薬局は商店街・繁華街・住宅街などで一般医薬

品、化粧品、衛生雑貨、漢方薬などを販売し、健康、環境衛

生などに係る住民へのカウンセリングによつて存在価値を発

揮していた。1980～ 1990年代に大手薬局チェーン10が規模

を拡大させ院外の処方箋を効率的に処理するビジネスモデル

を確立した。 ドラックストアの台頭にともない調剤薬局は医
療医薬品、 ドラックストアは一般医薬品、物販という棲み分
けが明確なものとなった。

調剤薬局を取り巻く環境は、医薬分業の進展、調剤報酬の

引き下げ、ジェネリック医薬品の普及の推進、セルフメディ

ケーションlDの拡大、国による在宅医療の推進、薬剤師の採

用難 19、 競争激化に伴う業界の再編 19な ど大きく変化してお

り、狭間(2015)は 「調剤薬局業界は好条件により非常識な成長

を遂げた」「薬局は在宅医療などを重視し地域と係ることへと

転換を図る時期が到来している」との認識を示している。ビジ

ネスモデルが拠っている前提が変化する可能性がある場合、ビ

ジネスモデルを再構築する必要がある (根来・本村,1999)が 、

経営環境の不透明感の大きさなどから調剤薬局の今後のビジ

ネスモデルの構想およびその実践は遅々として進んでいない。

5。 2 新 ビジネスモデルの概要
2010年頃、社長 Mは調剤報酬改定の動向などから当時の
ビジネスモデル (以下、 1日 ビジネスモデル)の将来性に危機

を察知し新たなビジネスモデルを模索していた。2014年、専

務 Nが中心となり、県内在宅事業ナンバーワンの調剤薬局の

地位を獲得することを目標に掲げ、外来患者中心の旧ビジネ

スモデルから在宅患者に関与し様々なステークホルダーに価

値を提供する新ビジネスモデルの構築のための基本方針と 3

つの課題を設定した。基本方針は創業以来の特定地域へ集中

出店する店舗のドミナント展開である。課題の 1つ 日は製造
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業、モノビジネスからソフトサービスを提供するコトビジネ

スヘの転換である。2つ目は薬剤師の必要人数の整備と既存
ルーティン維持によるハンズオフの店舗展開から、生産性向

上を意図する既存ルーティンの改善、変革を通じたハンズオ

ン 1り の店舗展開への移行である。3つ 目は薬剤師の自信、積

極性の醸成である。介護保険点数算定のために必須である「薬

剤師の医師への同行と医師への薬学情報の提供 (以下、薬剤

師から医師への薬学情報の提供)」 の成功の鍵の一つは「薬剤

師は医師と同等であり下位ではない」という薬剤師の自信と

積極性の醸成と専務 Nは考えていた。基本方針や課題の遂行
にあたりC社はM&Aを積極的に活用することとした。C社
の新ビジネスモデルは、2015年 1月 から3月 のZ薬局のM&A
にて形成した「薬剤の粉砕、予製剤 15)、 精度の高い配達 10

などの処方箋受付から配達 (以下、受付から配達)の一連の

オペレーション」や「薬剤師から医師への薬学情報の提供」

などのルーティンの改善・変革を契機に大きな変化を遂げた。

5。 2.1 ステークホルダーと全体価値創造
C社のステークホルダーおよび提供価値の変化の概観は
図 2の通りである。

創業 1999年～2014年においては処方箋を受け付け薬剤を

調剤し外来患者へ提供するという単純なものであった。現在は

ステークホルダーとして在宅の高齢者、高齢者などが入所する

施設、施設の介護士、施設を巡回する医師、大学、地域住民、

化粧品メーカーが新たに加わっており、在宅の高齢者には薬剤

の調剤・配達と服薬相談、高齢者施設おおび施設の介護士らに

対しては各種イベントの企画・運営、巡回医師へは薬学情報の

提供や巡回施設の紹介、薬科大学には実践的な講座の開講、地

域住民には子供薬局イベントの実施、化粧品メーカーには高齢

者マーケティング情報の収集などの価値を提供している。

5。 2.2 収益方程式
2018年 3月期において C社が介護報酬からの収入を得て

いる店舗は 17店に達し′件1数は月間約 3,600と 3年前の 4倍

以上に拡大しており、新ビジネスモデルにおいて C社は介護

報酬を新たな収益源として確立し、また在宅患者の増加に伴

い医療保険からの収入も増大した。医薬卸依存から自社の企

画・提案カヘと脱却したことによる新規開拓の診療所や介護

施設の増加により今後の売上増が見込まれる。費用増加の主

たる要因はM&Aである。例えばZ薬局M&Aにおいて投資
額 1億円を金融機関から調達し、財務キャッシュフローおよ

び利息 (営業外費用)が増加した。ただし、M&Aの 3年後
に営業利益ベースで収支黒字を達成し年間返済額の 5倍以上

の返済原資を確保できるなどキャッシュフロー上の問題は生

じていない。費用増加の一方、県内在宅事業ナンバーワンの

実績による知名度の高さなどにより薬剤師らの採用および中

途退社防止に係るコストは減少しているとみられる。

5。・2.3 バリューネットワーク
C社は新ビジネスモデルにおいて、医師、介護施設、介護
士、化粧品メーカー、M&A仲 介会社、金融機関などとの互
恵的な社外ネットワークを構築している。社内においては、

出店について従来の「医薬卸の出店情報への依存、店舗の管

理薬剤師と管轄マネジャーによる意思決定、薬剤師の頭数を

整備し運営は店舗に一任」から、「知名度の高さなどによる

M&A仲 介会社等からの情報の持ち込み、企画・提案力を活
かしたプレゼンテーション、改組により設けられた店舗兼在

宅支援センターと店舗の管理薬剤師による意思決定、ハンズ

オンの店舗支援」へと変化した。成功事例や失敗事例などの

記録と共有により、企画や提案のための素材を経営資源とし

て蓄積する新たなバリューチェーンが構築された。

図 2
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5.3 イノベーションの遂行
C社の新ビジネスモデルは、Z薬局M&Aを起点とする以
下の主に9つのイノベーションの実現およびそれらの結合に

よって構築された。

1つ目は受付から配達に係る既存ルーティンの改善と変革

である。これはAbernathy et出 (1983)の 通常段階イノベー

ション、Sぬumpeter(1926)の 新サービス、新生産方法の実現

に該当する。2つ目は薬剤師から医師への薬学情報の提供で

ある。これは劇

“

rnathy et al。 (1983)の通常段階イノベーシ

ョン、Schumpeter(1926)の 新サービスの実現に該当する。な

お、薬剤師から医師への薬学情報の提供においては、医師の

医療情報と薬剤師の薬学情報、さらに介護士の患者情報など

が結合され治療などのサービスが共特化 (Teece,2009)1つ

している可能性がある。3つ 目は施設入居の高齢者を対象と

するメイクアップセミナー、施設介護士などを対象とする

薬勉強会、店舗の近隣に居住する小学生など対象とする子

供薬局などイベントの企画・運営である。これはAbernathy

et d。(1983)の通常段階イノベーションに該当する。企画・

運営ルーティンが形成されており、メイクアップセミナー

は化 粧 品 会 社 と協 働 開催 して い る こ とか ら、

Schumpeter(1926)の新組織の実現に該当する。4つ 日は薬

科大学における講座 10の開講である。日本において数例し

かなく Abernathy et証 (1983)の建築的イノベーションに

該当する可能性があり、また Schumpeter(1926)の新サービ

ス、新生産方法の実現に該当する。5つ 目は学術大会への参

加である。C社は日本薬剤師会学術大会に2012年からポス

ターセッション、2017年からは口頭発表にて参加している。

これは Abernathy et d。 (1983)の 通常段階イノベーションに

該当する。6つ 日は実績、事例の記録と共有および企画・提

案である。Z薬局の M&A、 イベントなど様々な取り組みの

実績や事例は、デジタル機器・ソフトの充実と合わせて記録

の徹底および社内共有化が図られ経営資源として蓄積が進展

した。これを活かした企画・提案により直近では診療所への

医薬分業の提案営業において連続 6回にわたり競合に競り勝

つている。これらはAbernathy et証 (1983)の通常段階イノ

ベーション、Schumpeter(1926)の 新生産方法、新組織の実現

に該当する。7つ目は介護施設に対する巡回医者の紹介であ

る。2018年 9月 時点において C社が介護施設に紹介可能な

医師は 3名存在している。これはAbernathy et d。 (1983)の

通常段階イノベーションに、また Schumpeter(1926)の 新サ

ービスの実現に該当する。8つ目は店舗兼在宅支援センター

による在宅事業に取り組む店舗への支援、新在宅応需意思決

定プロセスである。M&A後 の Z薬局は 0店と店名変更の
後に店舗兼在宅支援センターヘと改組され在宅事業へ取り

組む店舗を支援し在宅をプロモーションする拠点となった。

介護施設の応需に関する意思決定ルーティンは、該当店舗

の管理薬剤師と薬剤師マネジャーによる安全性重視の意思

決定から該当店舗の管理薬剤師と O店による積極性重視の

意思決定事項へと変更された。これ らは Abernathy et

al。 (1983)の通常段階イノベーション、Schumpeter(1926)の

新組織の実現による新結合に該当する。9つ 目は教育である。

専務 Nは 2012年頃から部下に仕事を任せアドバイスを行

うOn the Job袋咀ning(中原,2014)に より薬剤師幹部候

補者に会議進行の要諦を指導し、1年におよぶ外部の経営幹

部養成研修に派遣するなど人材育成に傾注した。教育を受

けた幹部候補者は Z薬局 M&Aや新ビジネスモデルの構築
において重要な役割を担った。教育担当者が配置され、教

育体系が整備された。これはAbernathy et aL(1983)の通常

段階イノベーションに該当する。

5.4 Z薬 局 M&Aの 成功要因
薬剤師離職により業務停滞に陥った薬局Zは 2015年 1月 、

C社へ至急の支援を懇請した。C社は 2015年 1月 に Z薬局

取得の意向を固め同年 2月 にM&Aに着手し事業譲渡契約を
締結、3月 に Z薬局を取得した。Z薬局M&Aにおいて新ビ
ジネスモデルの礎となる既存ルーティンの改善と変革が実現

された。M&Aの主たる成功要因は次の4つであり、「6.考

察」で提示するC社のDCを内包している。
1つ 目の成功要因は、Z薬局へ C社から薬剤師を派遣し通

常業務を円滑に支援しつつ M&Aと いう非通常業務の短期成
功が求められるなかで、M&Aへ大多数が反対する薬剤師の

態度を変容させたことである。薬剤師の態度変容は専務 Nに

よって成し遂げられた。専務 Nは薬剤師幹部へ「就業後にZ

薬局で通常業務を支援しつつデューデリジェンス等も行う」

旨を打診、説得し、その目的として「在宅医療薬局ケイパビ

リティの獲得、在宅件数の業界トップ水準への肉薄」を挙げ

た。専務 Nは、次の 3事項の承認を社長Mから取り付けて
いた「①薬剤師不足の場合に派遣会社からの薬剤師派遣を活

用し当該費用の上限を定めない」「②業務オペレーションを確

立後に生産性を高め収益化を図る (当初は収支マイナスを許

容する)」 「③社長 Mもデューデリジェンス等のメンバーの 1

人としてM&A参画する」である。①～③いずれも、特に②
について社長 Mと専務 Nと の間で激しい議論が交わされた

が、最終的に社長 Mは専務 Nの主張を承認した。社長 Mと

専務 Nは議論において対等であった。この対等性は C社に

おいて一般的なもの (普通のこと)であり、2人の合理性と

互いの補完の重要性の認識により成立した。専務 Nの明確な

強い主張は、専務 Nの論理力などとともに薬剤師らとの信頼

関係を背景に彼らを味方につける結託性にも拠っていた。マ

ネジャーHらの薬剤師は、社長Mの意気込み、覚悟を理解
し、また専務 Nを信頼し、M&Aへの心証を否定的から肯定
的へと変化させた。

2つ 目の成功要因はC社がM&Aへ積極的に取り組むとい
う風評である。Z薬局からの C社への支援の懇請は、この風

評を通じZ薬局の社長がC社のM&Aへの積極的な意思を理
解していたためである。Z薬局のファーストコンタクト先が

C社であったためC社は相対方式によるM&Aにより過大な
資金負担を回避できた。社長 Mは M&A先候補企業や M&A
ノウハウなどに係る情報を効果的、効率的に収集する目的で、

M&Aに積極的に取り組む意思を2013年頃からM&A仲介
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会社等へ直接、頻繁に発信しており、C社がM&Aべ積極的
に取り組む風評は調剤薬局業界、医薬卸などに浸透していた。

3つ目の成功要因はマネジャーHによるルーティンの改

善 0変革の基盤となったミーティング文化、薬剤師と医療事

務の協働的組織風土である。マネジャーHは既存ルーティン

の改善・変革にあたり主要なメンバーを参加させミーティン

グを断続的に開催し様々なルーティンを詳細に決定、組織構

成員での共有化を徹底した。マネジャーHがルーティン改
善・変革を成功裏に収めることができたのは、専務 Nが 2012

年頃より教育したことによって形成されていたC社における
「関係者が一堂に会し議論する」ミーティング文化、薬剤師

と医療事務の協働的糸島織風土に拠るところが大きい。

4つ 目の成功要因は以上のM&A成功要因を誘導、形成し
た社長 Mおよび専務 Nである。社長 Mは一貫してM&Aに
積極的に取り組むという意思を発信し続け、M&A戦略の策
定および実行におけるチャレンジブルな薬剤師らの言動を誘

導、牽引した。専務 Nは、M&A全般のマネジメントを担い、
社長 Mへ適宜、適切な情報を提供し必要に応じて具申を行っ
た。前述のように大半の薬剤師のM&Aへの否定的な態度を
肯定的なものへと変容させ、M&A実行による薬剤師の大量
離職リスクの顕在化を抑止した。

5.5 企業家の意図および主要業績指標の推移
社長 Mは ビジネスチャンスを察知し自宅を抵当に金融機
関から借り入れ創業した。専務 Nは地方銀行から民間コンサ
ルティング会社を経て C社へ転職した。社長 Mは医薬卸の
退職者を雇用するなどして組織を整備しながら事業を拡大し

たが C社の旧ビジネスモデルの将来性に危機を察知し、専務

Nは調剤薬局業界にビジネスチャンスを見出し、新ビジネス
モデルの構想、Z薬局 M&Aを起点とする新たなビジネスモ
デルの構築を牽引した。 リスクの甘受、ビジネスチャンスの
察知の点から社長 Mは Schumpeter(1926)の 企業家に、商業
化力の点から専務 Nは K厖∝r(1973)の企業家に該当する。

企業家である社長 M、 専務 Nは 2014年に、新ビジネスモデ
ルの構築、県内で在宅ナンバーワンの調剤薬局となることを目

標に掲げ、基本方針と経営課題を設定し、またこれらの経営課

題の推進のためM&Aへ積極的に取り組む意図を有していた。
C社の 2017年度の売上は 2012年度の約 1.5倍、2007年

度の約 4倍と創業からの事業の成長を維持している。1店舗

当たり売上高は介護報酬の増加等により、2012年から2017

年にかけて約 1.2倍に拡大している。総合的な収益性を示す

2017年度の総資本経常利益率は、資本効率を示す資本回転率

が横ばいで推移するなか、狭義の収益性を示す売上高経常利

益率の増加により9.7%と 、2012年度のま6%、 2007年度の

5.6%と 比較し大きく向上している。2013年度のTKC全国会
(2013)の指標 19と の比較では、売上高 30億以上企業 14社

の 10.5%を若千下回るが、全企業平均の6.8%を 大きく上回っ

ている。安全性を示す自己資本比率は、2017年度 34.5%と

TKC指標の売上高 30億以上企業 14社の 42.7%、 全企業平
均の 35.5%を 下回つているが、2012年度の 21.7%からは大

きく向上している。近年、競合 A、 競合 Bが店舗展開を足踏

みするなか、C社は店舗数を40店舗 (2018年 3月 )へと拡
大させ県内有数の店舗数に達している。また C社の在宅に係

る月間の処方箋処理数約 3,600は県内トップ水準にある。

6.考察
新ビジネスモデルの構想と構築、イノベーションの遂行、

Z薬局M&Aに よる既存ルーティンの改善と変革、企業家意
図の存在、主要業績指標の良好な推移からC社はDCを構築
している可能性が高い。本章では因果関係を読み解きながら

能カフレームワークの要素 Oeece,2014)、 DCF(Teece,2007)

に依拠しC社のDCを具体的に明らかにする。

6.1 :新 ビジネスモデル構築の経緯および
形成ケイパビリティ

2010年から2018年 9月 における新ビジネスモデルの構想

からZ薬局M&Aを経ての新ビジネスモデルの構築に至る経
緯ギZ薬局M&Aの成功要因、既に存在していたケイパビリ
ティおよび新たに形成されたケイパビリティの概観を図3に

示す。以降、文中の文言と図3と の関係の明示のため、文中

および図3において○で囲った数字は一致させている。

C社の新ビジネスモデルは、2010年頃から2014年に①社

長 Mと②専務 Nが診療報酬改定の動向などから旧ビジネス
モデルの将来性について危機を察知し、主に②専務Nによっ

て構想されたことが端緒となり、Z薬局M&Aにより基盤と
なる在宅事業ケイパビリティが形成された。M&Aの成功要
因は「5.4」 にて示した通り、③C社のM&Aに積極的で
あるという風評、薬剤師のM&Aに対する態度の変容、マネ
ジャーHによる既存ルーティンの改善と変革、そして④教育

である。薬剤師のM&Aに対する態度の変容はオペレーショ
ン確立後の収益化など専務 Nの主張を社長が承認したこと
によりもたらされた。社長Mの承認は⑤社長Mと専務 Nと
の対等な議論において成され、2人の対等な議論は、互いの

合理性、⑥互いの補完性また⑦専務 Nと薬剤師の信頼関係を

基盤に成立した。マネジャーHが既存ルーティンの改善・変

革を成功裏に収めることができたのは、④教育により③ミー

ティング文化、⑨薬剤師と医療事務の協働的組織風土が醸成

されていたからである。Z薬局M&Aにおいて、⑩受付から
配達の一連のオペレーション、①薬剤師から医師への薬学情

報の提供に係る新ビジネスモデルの基盤となるノい―ティンが

C社に形成され、⑫薬剤師の自信や積極性が醸成された。
Z薬局M&A以降、⑬イベントの企画・運営、⑭薬科大学
講座の開講、⑮学術大会への参加の加速の新たなルーティン

が形成され、各々のルーティンにより生み出された実績や事

例の⑩記録と共有によって③情報的経営資源の蓄積が進み、

この情報的経営資源が①、⑬～⑮において活用されることで

⑬企画 0提案力が形成された。さらに、⑩、①をベースとし

て⑩店舗兼在宅支援センターによる在宅事業応需店舗への支

援、⑩新在宅応需意思決定プロセスという新たなルーティン

の形成により、C社は④県内在宅事業ナンバーワンの実績、

“



図3 新ビジネスモデルの構築の経緯およびM&A成功要因、形成ケイパビリティ

2010年～2014年  1 2015年 1月 ～3月 2015年 4月 ～2018年 9月新ビジネスモデルの構築

①社長M=②専務―キー→ Z薬 一一→ ⑬イベントの企→ ⑮記録一→①情報→ ⑬企画・―→①在宅事業

の風評

④教

知名度を有するに至った。④県内在宅事業ナンバーワンの実績、

知名度は、C社が獲得する情報の量的拡大、質的向上をもた

らした。①社長Mは事業成功パターン認識を「診療所の近隣
に薬剤師を必要数確保し開局する成長」から「様々なステー

クホルダーのニーズを充足する機能発揮のため既存ルーティ

ンや薬剤師らの意識を改善・変革しながら薬局を開局するこ

とによる成長」へと転換した。③M&Aに係わる風評、③ミ
ーティング文化、⑨薬剤師と医療事務の協働的組織風土、⑬

企画・提案力、④県内在宅事業ナンバーワンの実績、知名度な

どの①情報的経営資源は多重利用 (伊丹,2003)が可能である。

6。 2 C社 のダイナミック・ケイパ ビリティ
「6.1」 にて明らかにした C社のケイパビリティのプロ

セス、資源が「独自プロセスか否か、VRIN資源か否か」「DCF
のセンシング、シージング、 トランスフォーミングのいずれ
に該当するか」について評価した結果を表 2に示す。表 2の

評価欄の○は非独自プロセス、★はVRIN資源、☆は非VRIN

資源を表す。VRIN評価欄の●は希少などに該当することを

表す。DCF欄の◆は、プロセス、資源の各々のセンシング、
シージング、 トランスフォーミングヘの該当を表す。以降、
文中の文言と表 2および図3と の関係の明示のため、文中と

表 2および図 3において○で囲った数字とは一致させている。

プロセスについて独自プロセスとの判定に至るものは見

いだせなかった。資源は①、②、③、⑥、⑦、⑫、⑭、⑬、

と共有  的経営  提案力  県内ナンパー
資源(多       ワンの実績 |

重利用)      知名度

①店舗兼在宅支

援センターによ
る在宅応需支援

⑩新在宅応需意
思決定プロセス

出所 :C社資料、インタビューをもとに筆者作成。

④の 9つをVRIN資源と判定した。①社長Mは旧ビジネス
モデルの危機を察し、②専務 Nは新ビジネスモデルの構想と

構築、Z薬局M&Aの中心的な役割を担った。③M&Aの風
評はZ薬局からC社へのファーストコンタクト、また C社
へM&A等に関する情報をもたらした。⑥社長Mと 専務N
の補完性は⑦専務 Nと薬剤師の信頼関係とともに⑤社長M
と専務 Nの対等な議論を成立させ適切な意思決定に資した。

⑫薬剤師の自信、積極性は⑬イベントの企画・運営など新ビ

ジネスモデル構築において有効に機能し、①情報的経営資源

は⑬企画・提案力の源泉となり、②県内在宅事業ナンバーフ

ンの実績、知名度はC社が得る情報の量、質を拡大、向上さ

せた。①情報的経営資源の多重利用性はイノベーションのた

めのアクションプランの実現性を高めた。

C社のセンシングは、①社長 M、 ②専務Nが、③C社の

M&Aに関する風評、⑫情報的経営資源、④県内在宅ナンバ
ーワンの実績と知名度、⑬企画・提案力に拠る新たな試みの

実践によって収集した様々な情報を、⑥社長Mと専務 Nの

補完性、⑦専務Mと薬剤師の信頼関係を基盤とする⑤社長
Mと専務 Nの対等な議論を通じてフィルタリングし、シー

ジングの俎上に上げる機会、脅威を特定する一連のケイパビ

リティと考えられる。⑫薬剤師の自信や積極性はシージング

における実行可能性を高めるため、フィルタリングを通じシ

ージングのプロセスの俎上に上がる機会や脅威を増やすこと

に寄与している。

Nによる機会と脅
威の察知とビジネ
スモデル構想

画・運営

⑭薬科大学講
座の開講

⑬学術大会ヘ

の参加の加速

社長M 専務Nの合 ⑥社長M
の合理 理性,主張 と専務N
性   性,結議性 の補完性

|

③専務Nと薬剤
師との信頼関係

ネ
I

」

マネジャーHによ

る既存ルーティン
改善と変革

C社へのフアー
ストコンタクト

薬剤節の

_卜
M&Aへの

|‐ 肯定的態度

社長Mへの変容
の承認

ミーティングの
効果的な活用

◎薬剤師と医
療事務の協働
的組織風土③ミーティ

ング文化

相対方式M&Aに
一一―一―一十よる過大な資金

負担の回避

専務Nによる主張 :派遣採
用費用上限の撤廃,ルー

ティン確立後の収益確保
=

社長のM&へ参画

⑤社長Mと専務
Nの対等な議論

l ⑩受付から配.

― 達の一連オベ

| レーション

1 篠 剤師から
―…医師への薬学
情報の提供

__⑫薬剤師の
自信`積極性
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表2 C社のプロセス、資源の評価とDCFへの該当

VRIN評価

価

値

希

少

模

倣

困

難

代

替

不

可

● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ●
●

●

０

●

●

●

●

●

● ● ●

● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

DCF

センシンク
・ シーシ
゛
ンク
゛ トランス
フォ…ミンウ
゛

◆

◆ ◆

◆

◆

◆ | ◆ ◆

◆

◆ ◆

◆ ◆ ◆

◆ ◆

|◆ ◆

◆ : ◆ ◆

◆ : ◆ ◆

◆

◆

※ Oは非独自 ロセス,★はVRIN資源,☆は非VRIN資源を表す。
※ ●は,VRIN評価における希少などへの該当を表す。
※ ◆は,プ ロセス,資源の各々のセンシング,シージング, トランスフォーミングヘの該当を表す。

出所 :C社資料、インタビューをもとに筆者作成。

C社のシージングは、②専務Nを中心に、①情報的経営資

源の多重利用性を活用しながら、実効性の高いアクションプ

ランを具体的に計画、実行しイノベーションの実現を目指す

一連のケイパビリティと考えられる。イノベーション実現過

程において発生する障害に関して④社長Mと専務 Nの対等
な議論により対処方針が決定されるうえで⑤社長Mと専務
Nの補完性と⑦専務 Nと薬剤師の信頼関係が機能する。対処

方針が具体策として遂行される際のモチベーション高い取り

組みや適切な問題解決のうえで③ミーティング文化、⑨薬剤

師と医療事務の協働的組織風土、⑫薬剤師の自信や積極性が

機能する。

C社のトランスフォーミングは、シージングによって獲得

したケイパビリティを、④教育や⑩記録により社内に共有化

する、また共有化されたケイパビリティをセンシングやシージ

ングに還元して活用する‐連のケイパビリティと考えられる。

以上から、C社のDCは、VRIN資源である①社長 M、 ②
専務 N、 ③M&Aの風評、⑥社長 Mと 専務 Nの補完性、⑦
専務Mと薬剤師の信頼関係、⑫薬剤師の自信や積極性、①情
報的経営資源、⑬企画・提案力、②県内在宅ナンバーフンの実

績と知名度と、VШN資源ではないが競争イ1目立に資する③ミー

ティング文化、⑨薬剤師と医療事務の協働的組織風土の経営資

源、および⑥社長Mと専務Nの対等な議論、④教育、⑩記録 0

共有というプロセスの統合的なケイパビリティである。また、

このようなDCが組み込まれたC社の新ビジネスモデルは、C

社lが多様なステークホルダーの結節点に位置し互恵的関係、エ

コシステムを構築し収益を確保していることからも、■ece

(2014)の言う模倣や購入が困難な競争優位を獲得するビジ

ネスモデルに該当し、C社のDCと評価することが可能である。

7. おわりに

本稿の学術的貢献は、実際の企業活動の詳細な事例研究に

より、様々なVRIN資源とプロセスから構成されるDCを具

体的に示し、T∞ce(2007)の DCFお よび Teece(2014)の 能力
フレームワークの要素の有効性を明示したことである。Teece

の DC論は実際の企業活動の説明が、また実際の企業活動ヘ

の応用が可能とも言える。今後も実際の経営の場に踏み込み、

プロセス、因果関係を丁寧に調査・分析する事例研究を積み

重ね、学術的観点に立脚した実務的貢献を果たす DCの操作

化 (大谷他,2005)に 資する理論、フレームワーク、またミ

ドルマネジメントの DCへの貢献に関し研究する。DCF
Oeece,2007)にてブラックボックス化されたとも言える企

業家的要素 (赤尾,2018)について企業家論に基づく認知的

アプローチ (石川,2016)に て研究に取り組みたい。

謝辞

本稿の匿名レフリーの先生方からは貴重なコメントを頂戴し

た。心より感謝申し上げる。

注

1)Value:価値、:Ra“ :稀少、impe」edy hniねble:模倣
困難、Non‐substitttab五け :代替不可育巳
2)能カフレームワークの要素 Oeece,2014)、 DCF(Teece,
2007)の他に、DCと戦略の相互関係 Oeece,2014)、 DC
の枠組みの論理的構造 Oeece,2014)な どの理論的枠組み
が整備されている。前者は戦略とDCの相互関係の枠組み
であり、戦略的核心の構成要素である「先見性のある判断」
「指針となる戦略的方策」「首尾一貫した行動」 (RumeL,
2011)と DCF Oeece,2007)の センシング、センシング、
トランスフォーミングとを対応させている。後者は組織的

遺産・経営意思決定、DCF、 DC、
:ⅥMN資 源、戦略、競

評価No. プロセス,資源

○教育

○社長Mと専務Nの対等な議論
⑩ ○受付から配達に係る一連のルーティン

① 薬剤師から医師への薬学情報の提供 ○

⑭ イベントの企画・運営 ○

⑭ 薬科大学講座の開講 ○

⑮ 学術大会への参加 ○
ん
Ⅲ） 記録と共有 ○

⑭ 在宅支援センターによる在宅応需支援 ○

プロ

セス

⑩ 新在宅応需意思決定プロセス ○

社長M ★

② 専務N ★

③ G社がM&Aへ積極的という風評 ☆

社長Mと 専務Nの補完性 ★

⑦ 専務Nと薬剤師の信頼関係 ★

③ ミーティング文化 ☆

薬剤師と医療事務の協働的組織風土 ☆

⑫ 薬剤師の自信や積極性 ★

⑪ 情報的経営資源 (多重利用) ★

⑬ 企画・提案力 ★

資源

σ 県内在宅事業ナンバーワンの実績,知名度 ★

一

“

一



争優位等から構成されるDC全体を俯隊するフレームワー
クである。
3)内的妥当性、構成概念妥当性、信頼性、外的妥当性に係
る批判である。
4)建築的イノベーションは生産システムに与える影響度
(以下、生産影響度)、 製品と市場の繋がりに与える影響度
(製品市場影響度)のいずれも大きい。通常段階イノベー
ションは生産影響度、製品市場影響度のいずれも小さい。
革命的イノベーションは生産影響度は大きく、製品市場影
響度は小さい。市場創出イノベーションは生産影響度は小
さく、製品市場影響度は大きい。
5)日本 M&Aセ ンター、M&Aキ ャピタルパートナー、株
式会社ストライク、GCA株式会社など。
6) 「企業名は非公表」との条件で調査・分析を行ったため
企業名はアルファベットにて記載している。
つ 処方箋を発行する大きな病院に隣接する調剤薬局。調剤
機能に特化しているものが多い (風間,2017)。
9 患者を入院させる施設を有しない、または 19人以下の患
者を入院させるための施設を有するもの。
9)有効かつ安全な薬物療法の提供を目的に、医師が患者に
処方箋を交付し薬局の薬剤師が処方箋に基づき調剤を行う
医師と薬剤師がそれぞれの専門分野で業務を分担すること
(厚生労働省,2015)。
10)アインホールディングス、総合メディカル、クオール、
日本調剤など (若泉,2017)。
11)一般医薬品によって自身で軽度の病気の治療や予防を
行うこと。
12)背景として薬価大学薬学部における 4年制から 6年制
への移行などがある (渡部,2015)。
13)調剤薬局業界は業界再編が激しい業界のひとつである
(渡部,2015).
14)ハンズオフは基本指導せずに一任することであり、ハン
ズオンは懇切丁寧な指導のことである。
15)あ らかじめ想定される調剤のために、複数回分を製剤し
処方箋受付時に当該製剤を投与すること (厚生労働省 ,
2018b)。

16)誤配は市役所へ届け出しなければならない。精度の高い
配達とは誤配防止に留まらず、薬剤の服用曜日別の朝・昼・

夜別のポケットのある薬カレンダーヘの収納、入所者に薬
を飲ませる介護職の間違え防止のための薬の袋の色分けや
表示の変更なども含む。
17)ある資産が別の資産に対して、戦略が構造に対して、あ
るいは戦略がプロセスに対してもちうる関係性。オペレー
ション統合の必要性、売買の困難さなどから競争優位持続
に貢献する。
18)講座内容は個人在宅ノウハウ、医師・ケアマネとの連携、
チーム医療、将来の薬局・薬剤師像などであり、在宅医療
支援薬局の運営、イベントなどに係るC社の実践的なノウ
ハウが活かされている。
19)1万名超の税理士および公認会計士で糸島織するTKC全
国会が発行する経営指標。収録法人数は約 22万 5,000社
で分析対象は 1,003業本乳
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